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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益は、該当がないため記載しておりません。 

３ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移」については

記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自 平成17年 
  ３月16日 
至 平成17年 
  ９月15日 

自 平成18年
  ３月16日 
至 平成18年 
  ９月15日 

自 平成19年
  ３月16日 
至 平成19年 
  ９月15日 

自 平成17年 
  ３月16日 
至 平成18年 
  ３月15日 

自 平成18年
  ３月16日 
至 平成19年 
  ３月15日 

売上高 (千円) 2,254,274 2,527,870 2,628,540 4,450,343 5,060,503

経常利益 (千円) 264,842 314,567 425,326 513,480 624,807

中間(当期)純利益 (千円) 138,172 198,703 247,711 296,045 373,928

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,463,274 1,463,274 1,463,274 1,463,274 1,463,274

発行済株式総数 (千株) 8,795 8,795 8,795 8,795 8,795

純資産額 (千円) 4,558,740 4,798,388 5,143,155 4,662,732 4,923,881

総資産額 (千円) 9,364,463 9,486,037 9,415,049 9,241,849 9,297,617

１株当たり純資産額 (円) 560.73 581.81 612.54 570.35 594.10

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 17.00 24.39 29.73 33.18 45.53

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円) 16.93 23.48 28.88 33.04 44.46

１株当たり配当額 (円) 6.00 7.00 8.00 12.00 14.0

自己資本比率 (％) 48.7 50.5 54.6 50.5 52.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 255,257 393,633 186,006 408,536 540,209

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △411,770 △130,709 △18,644 △483,377 △297,151

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 68,433 △51,441 △76,066 △104,604 △341,285

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 956,704 1,076,821 858,407 865,339 767,112

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
125 
(45)

144
(47)

152
(50)

134 
(45)

149
(47)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月15日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 152(50) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当上半期におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景に設備投資の増加、雇用環境の改善など景気は引続き緩

やかな拡大傾向で推移いたしました。一方世界的な需要拡大による原油・資源価格の高騰と諸資材コストの上昇、

また米国経済に端を発する株価・為替の乱高下など不安材料も増えてまいりました。 

当業界におきましては、諸資材コストの上昇という厳しい環境のなかで、建設機械・自動車・造船・航空機等の

堅調な企業部門に牽引された設備投資の拡大、殊に工作機械の需要拡大に支えられ比較的順調に推移してまいりま

した。 

このような状況のなかで、当社は継続的な企業体質の改善強化のため製品の差別化と品質向上に努め、常にコス

ト低減とモデルチェンジおよびニッチ分野製品の開発に注力してまいりました。また流通・顧客に対する営業力強

化のため販売拠点の強化と積極的な販売促進活動を進めてまいりました。海外では新規ルートの開拓、海外展示会

への積極的な出展等販売活動の拡大強化を実施してまいりました。 

その結果、当中間期の売上高は2,628百万円(前年同期比4.0%増)となり、損益面につきましては、売上高の伸びお

よびコストダウン等でより一層の利益率の向上に努めた結果、経常利益は425百万円(前年同期比35.2%増)となり、

中間純利益は247百万円(前年同期比24.7%増)となりました。 

なお、部門別の状況は次のとおりであります。 

[作業工具部門] 

当部門のレンチ類は、海外需要の拡大と国内大都市圏の地価の復元による商業施設・マンション等の建設需要お

よび海外市場への積極的な拡販により主力のラチェットレンチ類を牽引役に順調に推移しました。前年大きく伸長

した空調配管工具類は春の天候不順、梅雨時の異常低温の影響で低迷しましたが、プーラー類は機械設備整備関連

で伸長をみました。その結果、作業工具部門の売上高は1,564百万円(前年同期比2.1%増)となりました。 

[産業機器部門] 

当部門の治工具類は、前年新機種投入の効果で大きく伸長しましたが、当中間期は拡大した製品群の生産供給に

追われ伸長させるに至りませんでした。一方吊クランプ類は、前年に引続き造船・建設機械・海外プラント建設等

の需要拡大により国内・輸出ともに健闘し、またクレーン類は、新機種の拡充により売上げを伸長しました。その

結果、産業機器部門の売上高は1,050百万円(前年同期比6.9%増)となりました。 

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、858百万円と前期末と比べ91百万円（前期末比

11.9％）の増加となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動における資金の増加は186百万円となり、前中間期と比べ207百万円減少しました。これは主に、税引前

中間純利益424百万円、減価償却費66百万円、売上債権の増加54百万円、仕入債務の減少75百万円および法人税等の

支払159百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動における資金の減少は、18百万円となり、前中間期と比べ112百万円支出は減少しました。 

これは、主に有形固定資産の取得76百万円、投資有価証券取得87百万円、投資有価証券の売却98百万円等による

ものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動における資金の減少は、76百万円となり、前中間期と比べ24百万円支出は増加しました。これは主に、

長期借入金による調達200百万円、社債の償還120百万円、長期借入金の返済137百万円等によるものであります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ 不動産賃貸部門における生産はありません。 

(2) 製品仕入実績 

当中間会計期間における製品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

作業工具部門 1,349,637 +9.1 

産業機器部門 993,853 △2.0 

合計 2,343,491 +4.1 

事業部門 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

作業工具部門 150,331 △2.4 

産業機器部門 57,393 △18.8 

合計 207,725 △7.5 



(3) 受注状況 

当社は、原則として見込み生産を行っておりますので、受注状況について特記すべき事項はありません。 

  

(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主要な地域別の輸出高及び輸出割合は次のとおりであります。 

( )内は、総販売実績に対する輸出高の割合であります。 

  

２ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

３ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

 

事業部門 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

作業工具部門 1,564,605 +2.1 

産業機器部門 1,050,735 +6.9 

不動産賃貸部門 13,200 ― 

合計 2,628,540 +4.0 

輸出先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

アジア 460,505 79.0 455,022 76.1 

ヨーロッパ 73,199 12.6 83,127 13.9 

オセアニア他 48,744 8.4 59,437 10.0 

計 
582,449
(23.0％) 

100.0
597,587
(22.7％) 

100.0 

相手先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

トラスコ中山㈱ 594,793 23.5 594,817 22.6 

㈱山善 420,618 16.6 489,177 18.6 

㈱オノマシン 445,319 17.6 446,761 17.0 



  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、一般作業工具、機械工具及び吊クランプ、クレーン類等の運搬・荷役用省力機器の総合メーカーとして、

ユーザーニーズに適合する各種工具、器具ならびに機器類の開発を目的とした研究開発活動を展開しております。 

当中間会計期間の開発につきましては、作業の効率性と使いやすさを追及した製品の開発及び高付加価値化による

製品の差別化を主眼として製品開発を行いました。 

作業工具部門におきましては、狭所作業に適した爪スライド型で、爪の届く範囲が長く、また、用途に応じて爪の

取替えが可能なユーザーニーズに合ったスライドギヤープーラーや、従来タイプでは使用できなかった隙間が狭いワ

ークの取外し用薄爪型スライドギヤープーラー等を開発しました。 

産業機器部門の開発のうちクレーン類につきましては、クレーンの足を工作機械の下にもぐり込ませ、ワークの着

脱や段取り作業が容易にできる低床足型マルチクレーンを開発しました。 

吊クランプ類につきましては、造船等での作業時に重量鉄板等の構造物を引寄せ固定するクランプ、また、足踏式

で作業性の良い敷鉄板吊り用フック等を開発しました。 

治工具類では、機械加工時に使用する精密ステッキバイト、また、エコ対応マグネットシリーズとして、油圧ユニ

ットやオイルタンク、機械の水槽・油層内の切粉の除去・洗浄用のスラッジクリーナー及びマグバー等を開発しまし

た。 

なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は21,381千円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設・除却等の計画はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

平成18年３月16日開催の当社取締役会において、日興シティグループ証券株式会社を割当先とする第１回新株予

約権の発行を決議いたしました。この新株予約権の概要は次のとおりであります。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月15日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 8,795,480 8,795,480
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 8,795,480 8,795,480 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月15日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年10月31日) 

新株予約権の数

（個） 
18 ―――(注） 

新株予約権のう

ち自己新株予約

権の数 

――― ――― 

新株予約権の目

的となる株式の

種類 

普通株式 ――― 

新株予約権の目

的となる株式の

数 

各本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこ

れに代えて当社の有する当社普通株式を移転(以下当社普通株式の発

行又は移転を「交付」という。)する数(以下「割当株式数」とい

う。)は、金50,000,000円を「新株予約権の行使時の払込金額」欄第

１項第(2)号記載の行使価額(但し、「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第２項又は第３項によって修正又は調整された場合は修正後又

は調整後の行使価額とする。)で除して得られる数とする。この場合

に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は

行わない。本新株予約権の目的である株式の総数は、割当株式数に本

新株予約権の総数を乗じた数とする。 

――― 

新株予約権の行

使時の払込金額 

１ 本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

 (1) 各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、本項第

(2)号記載の行使価額(但し、本欄第２項又は第３項によって修

正又は調整された場合は修正後又は調整後の行使価額とす

る。)に割当株式数を乗じた額とする。但し、これにより１円

未満の端数を生じる場合には、これを切り捨てる。 

――― 



  
   (2) 本新株予約権の行使により当社が交付する株式１株あたりの払

込金額(以下「行使価額」という。)は、当初金572円とする。

但し、行使価額は本欄第２項又は第３項に定めるところに従い

修正又は調整されることがある。 

２ 行使価額の修正 

本新株予約権の発行後、毎月第３金曜日(以下「決定日」とい

う。)の翌取引日以降、行使価額は、決定日まで(当日を含む。)

の５連続取引日(但し、終値(気配表示を含む。)のない日は除

き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日まで

の５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。)の株式

会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の

毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値の90％に相当する金額

(円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以

下「修正後行使価額」という。)に修正される。なお、時価算定

期間内に、本欄第３項で定める行使価額の調整事由が生じた場合

には、修正後行使価額は、本新株予約権の要項に従い当社が適当

と判断する値に調整される。但し、かかる算出の結果、修正後行

使価額が金286円(以下「下限行使価額」という。但し、本欄第３

項による調整を受ける。)を下回る場合には、修正後行使価額は

下限行使価額とし、修正後行使価額が金858円(以下「上限行使価

額」という。但し、本欄第３項による調整を受ける。)を上回る

場合には、修正後行使価額は上限行使価額とする。 

３ 行使価額の調整 

 (1) 当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由

により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を

生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「行使価額

調整式」という。)により行使価額を調整する。 

 (2) 行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場

合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に定め

るところによる。 

   ① 本項第(3)号②に定める時価を下回る発行価額又は処分価

額をもって当社普通株式を新たに発行し又は当社の有する

当社普通株式を処分する場合(但し、当社普通株式に転換

される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交

付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付された

ものを含む。)の転換又は行使による場合を除く。) 

     調整後の行使価額は、払込期日の翌日以降、また募集のた

めの株主割当日がある場合はその日の翌日以降、これを適

用する。 

   ② 株式分割により当社普通株式を発行する場合 

     調整後の行使価額は、当該株式分割のための株主割当日の

翌日以降これを適用する。但し、配当可能利益から資本に

組入れられることを条件にその部分をもって株式分割によ

り当社普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、

当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための株主割当日とする場合

には、調整後の行使価額は、当該配当可能利益の資本組入

れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用

する。 

        
既発行
株式数

＋

新発行
処分株式数

×
１株あたりの

発行・処分価額

調整後 
行使価額 ＝

調整前 
行使価額 × 時価

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数

  



  
       なお、上記但書の場合において、当該株式分割のための株

主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入れの決議

をした株主総会の終結の日までに行使請求をなしたものに

対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付す

る。但し、株券の交付については第16項の規定を準用す

る。 

     この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、現金による調整は行わない。 

   ③ 本項第(3)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普

通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社

普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債を発行する場合 

     調整後の行使価額は、発行される証券又は新株予約権若し

くは新株予約権付社債の全てが当初の転換価額で転換され

又は当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額

調整式を準用して算出するものとし、払込期日(新株予約

権が無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降これを

適用する。但し、その証券の募集のための株主割当日があ

る場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

 (3) ① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位ま

で算出し、小数第２位を切り捨てる。 

   ② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適

用する日(但し、本項第(2)号②但書の場合は株主割当日)

に先立つ45取引日目に始まる30取引日(終値(気配表示を含

む。)のない日数を除く。)の株式会社ジャスダック証券取

引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値(気配

表示を含む。)の平均値とする。 

     この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を切り捨てる。 

   ③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日が

ある場合はその日、また、株主割当日がない場合は、調整

後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の

発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社

普通株式数を控除した数とする。また、本項第(2)号②の

場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数

は、株主割当日における当社の有する当社普通株式に割当

てられる当社普通株式数を含まないものとする。 

   ④ 行使価額調整式により算出された行使価額と調整前の行使

価額との差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調

整は行わないこととする。但し、その後行使価額の調整を

必要とする事由が発生し行使価額を調整する場合は、行使

価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額

からこの差額を差引いた額を使用するものとする。 

 (4) 本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次

に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。 

   ① 株式の併合、資本の減少、旧商法第373条に定められた新

設分割、旧商法第374条ノ16に定められた吸収分割、又は

合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

  
株式数

  
＝

( 調整前 
行使価額 －

調整後
行使価額

)×
調整前行使価額により当該
期間内に交付された株式数

調整後行使価額

  



  

(注）第１回新株予約権は、平成19年10月15日開催の取締役会決議に基づき、平成19年10月30日にすべて当社が買取り、消却処理を

行いました。 

     ② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が

生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とすると

き。 

   ③ 行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一

方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用す

べき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要が

あるとき。 

 (5) 本欄第２項又は本項第(1)号ないし第(4)号により行使価額の修

正又は調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその

旨及びその事由、修正前又は調整前の行使価額、修正後又は調

整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予

約権の所持人(以下「本新株予約権者」という。)に通知する。

但し、本項第(2)号②但書記載の株式分割の場合その他適用の

日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用

の日以降すみやかにこれを行う。 

  

新株予約権の行

使期間 

平成18年４月４日から平成23年４月１日の銀行営業時間終了時までと

する。但し、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀

行営業日を最終日とする。 

――― 

新株予約権の行

使により株式を

発行する場合の

発行価格及び資

本組入額 

１ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行

価格 

  本新株予約権の行使により発行する場合の当社普通株式１株の発

行価格は、行使請求にかかる本新株予約権の行使に際して払込を

なすべき額の総額に、行使請求にかかる本新株予約権の発行価額

の総額を加えた額を、「新株予約権の目的となる株式の数」欄の

規定に従い算出される行使請求にかかる本新株予約権の目的であ

る株式の数で除した額とする。 

２ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の資本

組入額 

  本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１

株の資本組入額は、本欄第１項に定める本新株予約権の行使によ

り発行する場合の当社普通株式１株の発行価格に0.5を乗じた金

額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切

り上げた額とする。 

――― 

新株予約権の行

使の条件 
各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 ――― 

新株予約権の譲

渡に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものと

する。 
――― 

代用払込みに関

する事項 
――― ――― 

組織再編成行為

に伴う新株予約

権の交付に関す

る事項 

――― ――― 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月15日現在 

(注) １ 上記日本トラスティ・サービス信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、411千株であります。 

２ 当社は、自己株式409,150株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.65％）を所有しておりますが、上記の大株主

から除いております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年９月15日 ― 8,795,480 ― 1,463,274 ― 289,896

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

竈   和 夫 大阪府大阪狭山市 756 8.60

日本トラスティ・サービス 
信託銀行 

東京都中央区晴海1-8-11 411 4.67

スーパーツール従業員持株会 大阪府堺市中区見野山158 288 3.28

竈   志摩子 大阪府大阪狭山市 239 2.72

竈   利 英 大阪府大阪狭山市 227 2.59

竈   圭 人 大阪府大阪狭山市 221 2.52

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 219 2.49

松 井 房 子 大阪府堺市南区 210 2.39

㈱泉州銀行 大阪府岸和田市宮本町26-15 170 1.93

トステム㈱ 東京都江東区大島2丁目1番1号 150 1.70

計 2,893 32.89



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月15日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式150株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月15日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ 月別最高・最低株価は、平成19年４月１日から平成19年９月30日までの暦月によっております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 409,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,342,000 8,342 ― 

単元未満株式 普通株式 44,480 ― ― 

発行済株式総数 8,795,480 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,342 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社スーパーツール 

大阪府堺市中区見野山158 409,000 ― 409,000 4.65

計 ― 409,000 ― 409,000 4.65

月別 
平成19年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 504 510 537 532 518 496

最低(円) 481 491 489 510 475 440



第５ 【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

前中間会計期間(平成18年３月16日から平成18年９月15日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間(平成19年３月16日から平成19年９月15日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

なお、前中間会計期間(平成18年３月16日から平成18年９月15日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府

令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日内閣府令第56号)附則第２項により、平成18年４月25日内閣府令

第52号の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、当中間会計期間（平成19年３月16日から平成19年９月15日まで）は、「企業内容等の開示に関する内閣府令

等の一部を改正する内閣府令」（平成19年８月15日内閣府令第65号）附則第11条第２項により、平成18年12月26日内

閣府令第88号の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年３月16日から平成18年９月15日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年３月

16日から平成19年９月15日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月15日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月15日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月15日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   1,087,821   858,407 767,112   

２ 受取手形 ※３ 203,517   220,108 186,965   

３ 売掛金   480,833   519,260 498,281   

４ たな卸資産   1,727,850   1,842,266 1,842,593   

５ 繰延税金資産   59,960   54,225 49,538   

６ その他   13,512   12,787 9,550   

７ 貸倒引当金   △185   ― ―   

流動資産合計    3,573,310 37.7 3,507,054 37.2   3,354,042 36.1

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2        

(1) 建物   427,073   410,275 417,236   

(2) 機械及び装置   376,481   385,860 376,263   

(3) 土地   4,171,371   4,171,371 4,171,371   

(4) その他   119,616   134,697 129,238   

有形固定資産合計   5,094,543   53.7 5,102,204 54.2 5,094,109   54.8

２ 無形固定資産   6,388   0.1 6,047 0.1 6,217   0.0

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   531,280   520,355 583,112   

(2) 繰延税金資産   133,821   132,248 114,984   

(3) その他   160,761   149,436 147,902   

(4) 貸倒引当金   △14,067   △2,297 △2,750   

投資その他の資産 
合計   811,796   8.5 799,743 8.5 843,248   9.1

固定資産合計    5,912,727 62.3 5,907,995 62.8   5,943,575 63.9

資産合計    9,486,037 100.0 9,415,049 100.0   9,297,617 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月15日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月15日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月15日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   404,261   350,827 402,834   

２ 買掛金   202,530   199,522 222,798   

３ 短期借入金 ※２ 1,095,380   978,672 1,012,680   

４ １年内償還予定の 
  社債   260,000   140,000 240,000   

５ 未払金   244,112   252,112 247,932   

６ 未払法人税等   158,281   190,130 164,702   

７ 賞与引当金   46,700   53,400 51,600   

８ その他   77,531   15,012 14,055   

流動負債合計    2,488,798 26.2 2,179,678 23.2   2,356,603 25.3

Ⅱ 固定負債          

１ 社債   240,000   100,000 120,000   

２ 長期借入金 ※２ 241,792   312,754 226,202   

３ 再評価に係る 
  繰延税金負債   1,359,280   1,359,280 1,359,280   

４ 退職給付引当金   318,078   280,481 271,950   

５ その他   39,700   39,700 39,700   

固定負債合計    2,198,850 23.2 2,092,215 22.2   2,017,132 21.7

負債合計    4,687,649 49.4 4,271,894 45.4   4,373,735 47.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月15日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月15日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月15日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    1,463,274 15.4 1,463,274 15.5   1,463,274 15.7

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   289,896   289,896 289,896   

(2) その他資本剰余金   138,588   171,800 139,182   

資本剰余金合計    428,484 4.5 461,697 4.9   429,079 4.6

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   41,175   52,734 46,940   

(2) その他利益剰余金          

繰越利益剰余金   1,287,169   1,582,955 1,398,976   

利益剰余金合計    1,328,345 14.0 1,635,689 17.4   1,445,916 15.6

４ 自己株式    △88,329 △0.9 △65,772 △0.7   △82,824 △0.9

株主資本合計    3,131,774 33.0 3,494,888 37.1   3,255,446 35.0

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    3,610 0.0 △14,395 △0.1   5,432 0.1

２ 土地再評価差額金    1,656,505 17.5 1,656,505 17.6   1,656,505 17.8

評価・換算差額等 
合計    1,660,116 17.5 1,642,110 17.5   1,661,937 17.9

Ⅲ 新株予約権    6,498 0.1 6,156 0.0   6,498 0.1

純資産合計    4,798,388 50.6 5,143,155 54.6   4,923,881 53.0

負債及び純資産合計    9,486,037 100.0 9,415,049 100.0   9,297,617 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    2,527,870 100.0 2,628,540 100.0   5,060,503 100.0

Ⅱ 売上原価    1,692,394 67.0 1,698,010 64.6   3,391,571 67.0

売上総利益    835,475 33.0 930,530 35.4   1,668,932 33.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    463,053 18.3 487,055 18.5   941,326 18.6

営業利益    372,421 14.7 443,474 16.9   727,606 14.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  10,100 0.4 40,791 1.5   20,749 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  67,954 2.7 58,938 2.2   123,547 2.5

経常利益    314,567 12.4 425,326 16.2   624,807 12.3

Ⅵ 特別利益 ※３  24,640 1.0 470 0.0   24,843 0.5

Ⅶ 特別損失 ※４  796 0.0 1,335 0.1   5,264 0.1

税引前中間(当期) 
純利益    338,412 13.4 424,461 16.1   644,386 12.7

法人税、住民税 
及び事業税   152,630   185,092 255,370   

法人税等調整額   △12,921 139,708 5.5 △8,342 176,749 6.7 15,086 270,457 5.3

中間(当期)純利益    198,703 7.9 247,711 9.4   373,928 7.4

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年３月16日 至 平成18年９月15日) 

  

  

  

(注）平成18年６月定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月15日残高(千円) 1,463,274 289,896 104,940 394,837 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当     (注） ― ― ― ― 
 役員賞与の支給    (注） ― ― ― ― 
 中間純利益 ― ― ― ― 
 自己株式の取得 ― ― ― ― 
 自己株式の処分 ― ― 33,647 33,647 
 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― 33,647 33,647 

平成18年９月15日残高(千円) 1,463,274 289,896 138,588 428,484 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月15日残高(千円) 33,665 1,171,066 1,204,731 △104,632 2,958,210 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     (注） 7,510 △56,284 △48,774 ― △48,774 

 役員賞与の支給    (注） ― △26,316 △26,316 ― △26,316 

 中間純利益 ― 198,703 198,703 ― 198,703 

 自己株式の取得 ― ― ― △694 △694 

 自己株式の処分 ― ― ― 16,998 50,645 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
― ― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
7,510 116,103 123,613 16,303 173,564 

平成18年９月15日残高(千円) 41,175 1,287,169 1,328,345 △88,329 3,131,774 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月15日残高(千円) 48,016 1,656,505 1,704,522 ― 4,662,732 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     (注） ― ― ― ― △48,774 

 役員賞与の支給    (注） ― ― ― ― △26,316 

 中間純利益 ― ― ― ― 198,703 

 自己株式の取得 ― ― ― ― △694 

 自己株式の処分 ― ― ― ― 50,645 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
△44,406 ― △44,406 6,498 △37,908 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△44,406 ― △44,406 6,498 135,656 

平成18年９月15日残高(千円) 3,610 1,656,505 1,660,116 6,498 4,798,388 



当中間会計期間(自 平成19年３月16日 至 平成19年９月15日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成19年３月15日残高(千円) 1,463,274 289,896 139,182 429,079 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当      ― ― ― ― 
 中間純利益 ― ― ― ― 
 自己株式の取得 ― ― ― ― 
 自己株式の処分 ― ― 32,617 32,617 
 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― 32,617 32,617 

平成19年９月15日残高(千円) 1,463,274 289,896 171,800 461,697 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月15日残高(千円) 46,940 1,398,976 1,445,916 △82,824 3,255,446 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当      5,793 △63,732 △57,938 ― △57,938 

 中間純利益 ― 247,711 247,711 ― 247,711 

 自己株式の取得 ― ― ― △672 △672 

 自己株式の処分 ― ― ― 17,724 50,341 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
― ― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
5,793 183,978 189,772 17,052 239,442 

平成19年９月15日残高(千円) 52,734 1,582,955 1,635,689 △65,772 3,494,888 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月15日残高(千円) 5,432 1,656,505 1,661,937 6,498 4,923,881 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当      ― ― ― ― △57,938 

 中間純利益 ― ― ― ― 247,711 

 自己株式の取得 ― ― ― ― △672 

 自己株式の処分 ― ― ― ― 50,341 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
△19,827 ― △19,827 △342 △20,169 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△19,827 ― △19,827 △342 219,273 

平成19年９月15日残高(千円) △14,395 1,656,505 1,642,110 6,156 5,143,155 



前事業年度(自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日) 

  

  

  

(注）1.平成18年６月定時株主総会における利益処分項目及び平成18年10月開催の取締役会決議における剰余金の 

配当であります。 

(注）2.平成18年６月定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月15日残高(千円) 1,463,274 289,896 104,940 394,837 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当     (注）1 ― ― ― ― 
 役員賞与の支給    (注）2 ― ― ― ― 
 当期純利益 ― ― ― ― 
 自己株式の取得 ― ― ― ― 
 自己株式の処分 ― ― 34,242 34,242 
 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) ― ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 
(千円) ― ― 34,242 34,242 

平成19年３月15日残高(千円) 1,463,274 289,896 139,182 429,079 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月15日残高(千円) 33,665 1,171,066 1,204,731 △104,632 2,958,210 

事業年度中の変動額           

 剰余金の配当     (注）1 13,275 △119,703 △106,427 ― △106,427 

 役員賞与の支給    (注）2 ― △26,316 △26,316 ― △26,316 

 当期純利益 ― 373,928 373,928 ― 373,928 

 自己株式の取得 ― ― ― △827 △827 

 自己株式の処分 ― ― ― 22,635 56,877 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 
(千円) 

13,275 227,909 241,185 21,808 297,235 

平成19年３月15日残高(千円) 46,940 1,398,976 1,445,916 △82,824 3,255,446 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月15日残高(千円) 48,016 1,656,505 1,704,522 ― 4,662,732 

事業年度中の変動額           

 剰余金の配当     (注）1 ― ― ― ― △106,427 

 役員賞与の支給    (注）2 ― ― ― ― △26,316 

 当期純利益 ― ― ― ― 373,928 

 自己株式の取得 ― ― ― ― △827 

 自己株式の処分 ― ― ― ― 56,877 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

△42,584 ― △42,584 6,498 △36,086 

事業年度中の変動額合計 
(千円) 

△42,584 ― △42,584 6,498 261,149 

平成19年３月15日残高(千円) 5,432 1,656,505 1,661,937 6,498 4,923,881 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日)

当中間会計期間 

(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日)

前事業年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  338,412 424,461 644,386

２ 減価償却費  58,845 66,476 128,699

３ 賞与引当金の増減額  △1,500 1,800 3,400

４ 退職給付引当金の増減額  31,095 8,531 △15,032

５ 貸倒引当金の減少額  △1,471 △453 △12,973

６ 受取利息及び受取配当金  △8,458 △9,601 △8,742

７ 支払利息  8,342 10,391 17,064

８ 社債利息  1,384 1,319 2,367

９ 投資事業組合運用益  ― △28,143 ―

10 投資有価証券売却益  △23,169 ― △23,169

11 有形固定資産除売却損  796 1,335 5,264

12 売上債権の増減額  145,421 △54,122 144,525

13 たな卸資産の増減額  △73,774 327 △188,518

14 仕入債務の増減額  102,162 △75,282 121,003

15 その他  18,886 2,666 28,818

小計  596,973 349,708 847,094

16 利息及び配当金の受取額  8,499 7,174 17,002

17 利息の支払額  △9,960 △10,934 △20,504

18 法人税等の支払額  △201,879 △159,942 △303,383

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 393,633 186,006 540,209

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の増減額  △6,000 ― 5,000

２ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △55,752 △76,107 △181,903

３ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △99,413 △87,944 △150,734

４ 投資有価証券の売却 
  による収入 

 30,257 98,200 30,362

５ 投資事業組合運用 
  による収入 

 ― 46,989 ―

６ その他  198 217 124

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △130,709 △18,644 △297,151



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日)

当中間会計期間 

(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日)

前事業年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額  ― △10,000 70,000

２ 長期借入による収入  200,000 200,000 300,000

３ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △223,116 △137,456 △491,406

４ 社債の償還による支出  △36,000 △120,000 △176,000

５ 自己株式の取得による支出  △694 △672 △827

６ 自己株式の売却・処分によ 
  る収入 

 50,303 49,999 56,535

７ 新株予約権の発行による 
  収入 

 6,840 ― 6,840

８ 配当金の支払額  △48,774 △57,938 △106,427

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △51,441 △76,066 △341,285

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  211,481 91,294 △98,227

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 865,339 767,112 865,339

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 1,076,821 858,407 767,112

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 ① その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法 

    (評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

(1) 有価証券 

 ① その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

(1) 有価証券 

 ① その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格

等に基づく時価法 

    (評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

  総平均法による原価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物付属設備除く)

については、定額法を

採用しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物 ８年～50年

機械及び 
装置 

12年

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

    （会計方針の変更） 

  法人税法の改正（（所 

得税法等の一部を改正す 

る法律 平成19年３月30 

日 法律第６号）及び 

（法人税法施行令の一部 

を改正する政令 平成19 

年３月30日 政令第83 

号））に伴い、平成19年 

４月１日以降に取得した 

ものについては、改正後 

の法人税法に基づく減価 

償却の方法に変更してお 

ります。 

  なお、この変更による 

損益に与える影響は軽微 

であります。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

  (2) 無形固定資産 定額法 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



社内における利用可能期間

(５年)による定額法。 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

備えるため、当中間会

計期間に負担すべき支

給見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

備えるため、将来の支

給見込額のうち当期負

担額を計上しておりま

す。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の残高

に基づき計上しており

ます。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

  なお、特例処理の要件

を満たす金利スワップ

については、特例処理

を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ａ ヘッジ手段 

   金利スワップ、金利

キャップ 

 ｂ ヘッジ対象 

   借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  財務上発生している金

利リスクをヘッジし、

リスク管理を効率的に

行うためにデリバティ

ブ取引を導入しており

ます。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計

と、ヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の

累計とを比較して判断

しております。 

  なお、特例処理によっ

ている金利スワップに

ついては、有効性の評

価を省略しておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

  (5) その他 

  リスク管理の運営担当

部署は経理部であり、

社内稟議制度に基づく

決裁のほか、取引導入

時の目的・内容・取引

相手・損失の限度額に

より、取締役会の承認

を必要としておりま

す。 

(5) その他 

同左 

(5) その他 

同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

  

  

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

の償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内の償

還期限の到来する短期投資

からなっております。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は

税抜方式で処理してお

ります。仮払消費税等

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は

税抜方式によっており

ます。 



          
  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

及び預り消費税等は相殺の

うえ、未払金に含めて

表示しております。 

前中間会計期間 
(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 企業

会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、4,791,890千円であり

ます。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

―――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、4,917,383千円であり

ます。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月15日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月15日) 

前事業年度末 
(平成19年３月15日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,703,645千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,755,010千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,690,729千円 
    
※２ 担保資産 

   (1) 工場財団 

建物 339,289千円

機械及び 
装置 

376,481 

土地 3,994,816 

有形固定 
資産 
その他 
(構築物) 

26,183 

計 4,736,771 

※２ 担保資産 

   (1) 工場財団 

建物 329,141千円

機械及び
装置 

385,860

土地 3,994,816 

有形固定
資産 
その他 
(構築物)

23,116

計 4,732,934 

※２ 担保資産 

   (1) 工場財団 

建物 332,924千円

機械及び 
装置 

376,263 

土地 3,994,816 
有形固定 
資産 
その他 
(構築物) 

24,546 

計 4,728,550 

   (2) 工場財団以外 

建物 86,512千円

土地 83,125 

有形固定資産 
その他 
(構築物) 

347 

計 169,984 

   (2) 工場財団以外 

建物 79,934千円

土地 83,125 

有形固定資産
その他 
(構築物) 

334

計 163,394 

   (2) 工場財団以外 

建物 83,077千円

土地 83,125 

有形固定資産 
その他 
(構築物) 

340 

計 166,543 

   (3) 上記に対応する債務 

短期 
借入金 

360,000千円

長期 
借入金 

321,230 

(一年内返済予定の 
長期借入金を含む) 

計 681,230 

   (3) 上記に対応する債務 

短期
借入金 

310,000千円

長期
借入金

282,886

(一年内返済予定の
長期借入金を含む) 

計 592,886 

   (3) 上記に対応する債務 

短期
借入金 

330,000千円

長期
借入金 

310,808 

(一年内返済予定の 
長期借入金を含む) 

計 640,808 

―――― 

  

※３ 中間期末満期手形処理 

     当中間期末日は休日ですが、

満期日に決済が行われたもの

として処理しております。当

中間期末日満期手形は次のと

おりであります。 

受取手形    227千円 

―――― 

  



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,518千円

有価証券利息 4,012千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,580千円

有価証券利息 4,783千円

投資事業組合

運用益 
28,143千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 5,303千円

有価証券利息 7,302千円

      

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 8,342千円

社債利息 1,384 

売上割引 45,274 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 10,391千円

社債利息 1,319 

売上割引 45,363 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 17,064千円

社債利息 2,367 

売上割引 88,935 

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券
売却益 

23,169千円

貸倒引当金 
戻入額 

1,471千円

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金
戻入額 

453千円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券
売却益 

23,169千円

貸倒引当金 
戻入額 

1,674千円

      

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産 
除却損 

352千円

固定資産 
売却損 

444千円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産
除却損 

1,300千円

固定資産
売却損 

35千円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産
除却損 

4,008千円

固定資産
売却損 

1,255千円

      

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 58,661千円

無形固定資産 183 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 66,306千円

無形固定資産 170 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 128,345千円

無形固定資産 354 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年３月16日 至 平成18年９月15日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       1,318株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 ストックオプション（平成13年６月14日株主総会決議分）の権利行使による減少   2,000株 

 第１回新株予約権の権利行使による減少   106,518株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。なお、権利行使時の発行株式数は株価に応じて見直されま

す。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  増加：新規発行時の当初予定株式数1,748,252株及び権利行使価格の変動に伴う増加数382,126株であります。 

  減少：権利行使によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(千株) 8,795,480 ― ― 8,795,480 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 666,460 1,318 108,518 559,260 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（株） 当中間会計
期間末残高
（千円） 

前事業
年度末 

増加 減少 
当中間 

会計期間末 

提出会社 第１回新株予約権 普通株式 ― 2,130,378 106,518 2,023,860 6,498 

合計 ― 2,130,378 106,518 2,023,860 6,498 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月８日 
定時株主総会 

普通株式 48,774 6.00 平成18年３月15日 平成18年６月９日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月23日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 57,653 7.00 平成18年９月15日 平成18年11月16日



当中間会計期間（自 平成19年３月16日 至 平成19年９月15日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       1,308 株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 第１回新株予約権の権利行使による減少   110,668 株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。なお、権利行使時の発行株式数は株価に応じて見直されま

す。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  増加：権利行使価格の変動によるものであります。 

  減少：権利行使によるものであります。 

３  第１回新株予約権は、平成19年10月15日開催の取締役会において、すべて当社が買取り、直ちに消却することを決議し

ております。なお、買取及び消却処理に伴う当下期の損益に与える影響は軽微であります。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(千株) 8,795,480 ― ― 8,795,480 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 518,510 1,308 110,668 409,150 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（株） 当中間会計
期間末残高
（千円） 

前事業
年度末 

増加 減少 
当中間 

会計期間末 

提出会社 第１回新株予約権 普通株式 1,988,695 148,087 110,668 2,026,114 6,156 

合計 1,988,695 148,087 110,668 2,026,114 6,156 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月７日 
定時株主総会 

普通株式 57,938 7.00 平成19年３月15日 平成19年６月８日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年10月22日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 67,090 8.00 平成19年９月15日 平成19年11月16日



前事業年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       1,568株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 ストックオプション（平成13年６月14日株主総会決議分）の権利行使による減少   43,000株 

 第１回新株予約権の権利行使による減少   106,518株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。なお、権利行使時の発行株式数は株価に応じて見直されま

す。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  増加：新規発行時の当初予定株式数1,748,251株及び権利行使価格の変動に伴う増加数346,962株であります。 

  減少：権利行使によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が事業年度末後となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 8,795,480 ― ― 8,795,480 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 666,460 1,568 149,518 518,510 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高 
（千円） 

前事業
年度末 

増加 減少 
当事業 
年度末 

提出会社 第１回新株予約権 普通株式 ― 2,095,213 106,518 1,988,695 6,498 

合計 ― 2,095,213 106,518 1,988,695 6,498 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月８日 
定時株主総会 

普通株式 48,774 6.00 平成18年３月15日 平成18年６月９日 

平成18年10月23日 
取締役会 

普通株式 57,653 7.00 平成18年９月15日 平成18年11月16日 

株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

普通株式 利益剰余金 57,938 7.00 平成19年３月15日 平成19年６月８日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金 1,087,821千円

預け入れ期間 
が３ヶ月を超 
える定期預金 

△11,000 

現金及び 
現金同等物 

1,076,821 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金 858,407千円

現金及び

現金同等物 
858,407 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金 767,112千円

現金及び

現金同等物 
767,112 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

   取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間

期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっており

ます。 

  

有形固定資産 
その他 

合計 
(千円) 車両 

運搬具 
(千円) 

工具器具 
備品 
(千円) 

取得 
価額 
相当額 

80,598 45,297 125,895

減価 
償却 
累計額 
相当額 

49,948 19,465 69,413

中間期
末残高 
相当額 

30,650 25,831 56,481

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

   取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間

期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっており

ます。 

  

有形固定資産
その他 

合計
(千円) 車両

運搬具 
(千円) 

工具器具
備品 
(千円) 

取得 
価額 
相当額 

73,692 45,297 118,989

減価 
償却 
累計額 
相当額 

57,683 27,685 85,369

中間期
末残高 
相当額 

16,008 17,611 33,620

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

   取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

有形固定資産 
その他 

合計 
(千円) 車両

運搬具 
(千円) 

工具器具 
備品 
(千円) 

取得
価額 
相当額

80,598 45,297 125,895 

減価
償却 
累計額
相当額

57,495 23,575 81,071 

期末
残高 
相当額

23,102 21,721 44,824 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

１年以内 22,861千円

１年超 33,620 

計 56,481 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

１年以内 17,709千円

１年超 15,910 

計 33,620 

 ２ 未経過リース料期末残高相当

額 

   未経過リース料期末残高相当

額の算定は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法によっ

ております。 

１年以内 20,990千円

１年超 23,833 

計 44,824 

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 12,302千円

減価償却費 
相当額 

12,302千円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 11,152千円

減価償却費
相当額 

11,152千円

 ３ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 24,012千円

減価償却費 
相当額 

24,012千円

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間(自平成18年３月16日 至平成18年９月15日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年９月15日) 

  

(注) 減損にあたっては、中間会計期間末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、回収可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

なお、当中間会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行ったものはありません。 

２ 時価評価されていない主な有価証券(平成18年９月15日) 

  

  

当中間会計期間(自平成19年３月16日 至平成19年９月15日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年９月15日) 

  

(注) 減損にあたっては、中間会計期間末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、回収可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

なお、当中間会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行ったものはありません。 

種類 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 115,641 163,138 47,497

債券 298,000 251,582 △46,418

その他 4,650 9,660 5,009

計 418,292 424,381 6,088

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式 3,626

投資事業有限責任組合出資証券 103,272

種類 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 118,250 149,449 31,198

債券 286,530 226,410 △60,120

その他 4,650 9,688 5,037

計 409,432 385,547 △23,884



  

２ 時価評価されていない主な有価証券(平成19年９月15日) 

  

  

  

前事業年度(自平成18年３月16日 至平成19年３月15日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月15日) 

  

(注) 減損にあたっては、期末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落

した場合には、回収可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

なお、当事業年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行ったものはありません。 

２ 時価評価されていない主な有価証券(平成19年３月15日) 

  

  

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式 3,626

投資事業有限責任組合出資証券 81,321

割引金融債 49,860

種類 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 116,837 167,587 50,750

債券 298,265 250,446 △47,820

その他 4,650 10,190 5,540

計 419,753 428,224 8,470

  
貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式 3,626

投資事業有限責任組合出資証券 101,401

割引金融債 49,860



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成18年３月16日 至 平成18年９月15日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

  

当中間会計期間(自 平成19年３月16日 至 平成19年９月15日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

  

前事業年度(自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

  

 (ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間（自 平成19年３月16日 至 平成19年９月15日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日） 

該当事項はありません。 

  

 (持分法損益等) 

  

  

(企業結合等関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

該当事項はありません。 同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

該当事項はありません。 同左 同左 



(１株当たり情報) 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

  

  

(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 

(自 平成18年３月16日 

至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年３月16日 

至 平成19年９月15日) 

前事業年度 

(自 平成18年３月16日 

至 平成19年３月15日) 

１株当たり純資産額 581円81銭 １株当たり純資産額 612円54銭 １株当たり純資産額 594円10銭

１株当たり中間純利益 24円39銭 １株当たり中間純利益 29円73銭 １株当たり当期純利益 45円53銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
23円48銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
28円88銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
44円46銭

  前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

純資産の部の合計額(千円) 4,798,388 5,143,155 4,923,881 

普通株式に係る純資産額(千円) 4,791,890 5,136,999 4,917,383 

差額の内訳(千円) 

新株予約権 

  

6,498 

  

6,156 

  

6,498 

普通株式の発行済株式数(千株) 8,795 8,795 8,795 

普通株式の自己株式数(千株) 559 409 518 

1株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数(千株) 
8,236 8,386 8,276 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり中間（当期）純利益       

中間(当期)純利益(千円) 198,703 247,711 373,928 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 198,703 247,711 373,928 

期中平均株式数(千株) 8,148 8,331 8,212 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益 
      

中間（当期）純利益調整額 ― ― ― 

普通株式の増加数（千株） 

自己株方式のストックオプション 

新株予約権 

  

35 

280 

  

3 

243 

  

21 

175 

  
  

普通株式増加数 

  

316 

  

247 

  

196 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間(当期)純利益の算定に含

まれなかった潜在株式の概要 

― ― ― 

前中間会計期間 
(自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月16日 
至 平成19年９月15日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日) 

該当事項はありません。 同左 同左 



(2) 【その他】 

（中間配当） 

第48期(平成19年３月16日から平成20年３月15日まで)中間配当については、平成19年10月22日開催の取締役会に

おいて、平成19年９月15日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。 

  

① 中間配当の総額 67,090千円

② １株当たり中間配当金 8円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年11月16日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

（１） 

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第47期) 
自 平成18年３月16日 

至 平成19年３月15日 
  

平成19年６月７日 

近畿財務局長に提出。 

          

（２） 

  
有価証券報告書 

の訂正報告書 

事業年度 

(第47期) 
自 平成18年３月16日 

至 平成19年３月15日 
  

平成19年８月10日 

近畿財務局長に提出。 

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社スーパーツール 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社スーパーツールの平成18年３月16日から平成19年３月15日までの第47期事業年度の中間会計期間(平成18年３月16日か

ら平成18年９月15日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社スーパーツールの平成18年９月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年

３月16日から平成18年９月15日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

平成18年11月20日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  中  山  紀  昭  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  吉  村  祥 二 郎 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社スーパーツール 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社スーパーツールの平成19年３月16日から平成20年３月15日までの第48期事業年度の中間会計期間(平成19年

３月16日から平成19年９月15日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社スーパーツールの平成19年９月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成19年

３月16日から平成19年９月15日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

平成19年11月19日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  中  山  紀  昭  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  吉  村  祥 二 郎 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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